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１．はじめに   

常磐橋は明治 10 年に築造された日本橋川に架かる石造のアーチ橋である．橋長

28.8m，橋幅 12.6m の 2 連アーチ橋であり，都内では最も古い石橋である．常磐橋

は東日本大震災で被災し，右岸側・左岸側ともに数センチのアーチ輪石の沈下が見

られ，局所的には約 8cm 近く輪石の飛び出しが確認されている．現在，常磐橋を管

理する千代田区では文化財調査を行い，解体修理が行われている．本研究において

は，常磐橋の構造的な挙動の把握と修理補強の適切な方法の検討を行うことを目

的とする．特に，図１のようにアーチ輪石の上部にある隙間が橋全体に与える影

響を考える． 

２．解析モデルと解析の概要  

 解析には有限要素法による汎用の構造解析ソフト Diana を使用する．解析モデルは常磐橋上部工を対象とし

た．主にソリッド要素・界面要素から構成され，固定部分にはバネ要素を用いている．本研究では輪石の接合

状況に着目するため，アーチの輪石の間にある界面要素の剛性を図 3 のように上部と下部で異なるものとして

自重解析を行う．界面要素は図 4 のように配置しており，以下の CASE1～CASE4 についての解析を行う． 

 

CASE1:界面要素①～④を同じ剛性にする場合． 

CASE2:界面要素②，③の剛性を界面要素①の 100 分の

1 にする場合． 

CASE3:界面要素④の剛性を界面要素①の 100 分の 1 に

する場合． 

CASE4:界面要素②，③の剛性を界面要素①の 10 倍にす

る場合． 

３．解析結果  

 解析での CASE1～4 までの鉛直方向の最小変位を表 1 に示す．自重解析の結果，橋全体の変形も CASE2 が

最も大きくなった．これはアーチの輪石の合端面が小さく，軸力が伝わる面が小さいためと考えられる． 

表 1 鉛直方向最小変位 

  CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 

鉛直方向変位 -0.987cm -1.300cm -1.080cm -0.742cm 
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図 1 輪石の接合状況 

図 3 界面要素で表現する輪石の接合状況 

界面要素④：輪石と中詰めの間 

図 4 界面要素の配置 
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CASE1，CASE3，CASE4 の応力図を図 5～図 10 に示す．図 5，図 7，図 9 は橋軸直角方向から見たもので

あり，図 6，図 8，図 10 は解析モデルを下から見たものである． 

図 8 から CASE3 で応力が集中している箇所が見られる．一部の輪石に引張応力が生じる可能性があるので

注意が必要である．また，図 10 からは CASE4 のときアーチ部分に引張応力が集中していることがわかる．こ

の結果から，輪石上部をより強固に結合するとアーチ底面に引張応力が生じることが想定される． 

 

 

 

 

 

 

４．結論  

 CASE1 からわかるように，常磐橋の補強対策としては，輪石上部の隙間に輪石と同程度の剛性を持つ詰め

物をすることが良いと考えられる．また CASE4 の結果も踏まえると，輪石上部の隙間にコンクリートなどを

そのまま充填させて接合するのではなく，直接接合しない方法での詰め方が効果的であると考えられる．本研

究の結果から，補強に使用する材料は適切な剛性を持つ材料が望ましい． 
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図 7 橋軸方向応力図（CASE3） 図 8 橋軸方向応力図（CASE3） 

図 9 橋軸方向応力図（CASE4） 図 10 橋軸方向応力図（CASE4） 

図 5 橋軸方向応力図（CASE１） 図 6 橋軸方向応力図（CASE1） 
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